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第1節　自立した生活の経済的基盤のためのセーフティネット

我が国社会は経済的危機に直面し、多くの人が職を失い、社会保障の持つセーフティネットの機能

に対するニーズが差し迫ったものとなっている。

すべての人にとって、自己の能力を最大限に発揮し、個性を活かして生きていくことは、人生の充

実という観点から大切なことである。そして、働く意欲のある人誰もが、その能力を発揮できるよう

にすることは、我が国の経済活力の維持にとって重要であるとともに、社会保障の支え手となるとい

う観点からも重要であり、セーフティネットが有効に機能することにもつながる。

しかし、昨今、厳しい経済情勢の中で、自立に困難を抱える人たちがいる。

例えば、若者は、未来に希望を持って自らの能力を活かし、希望の実現に向かって努力する年齢層

である。しかし、若者の雇用情勢については、フリーター数が５年連続して減少しているものの、年

長フリーター（25〜34歳）などは依然として多く、いわゆる就職氷河期に正社員となれなかった若

者も30歳代半ばを迎える状況となっている。こうした若者が、できる限り早期に安定雇用が実現で

きないと、将来の自立が一層困難になる懸念があり、本来社会保障の支え手となることが期待される

者が支えられる側に回るおそれがある。我が国の経済活力を維持する観点からも、将来を担う若者が

安定した職に就き、自立して活躍することができるよう支援を行う必要がある。

また、障害者、母子家庭の母等、社会的支援を必要とする人々がいる。

障害者については、その有する能力や適性に応じて自立した日常生活や社会生活を営むことができ

るよう支援を行うことが必要であるが、それとともに、働く意欲を有するすべての障害者がその意欲

と能力に応じて働けるようにすることは、障害者の生きがいとともに社会を支えるという観点からも

重要である。また、必ずしも十分な所得を得ることができない場合には、所得保障等により、障害者

が安定した生活が送れるよう支援することも重要である。

また、母子家庭については、母親が一人で子どもを養育しつつ生活を成り立たせなければならず、

就業が難しい場合や制限される場合がある。このため、子どもの健全な成長の観点も踏まえつつ、生

活面の支援や経済的な支援を行いながら、就業支援を行うことで総合的に自立を支援することが重要

である。

こうした人々に対しては、生活支援と就労支援とを両面から行うことにより、生活の安定を図りつ

つ自立を図ることができるよう支援している。

さらに、派遣労働者の解雇や雇止め等、非正規労働者の離職が急増し大きな問題となっている。彼

らは、離職によって収入が得られなくなるとともに住居を失うといった生活困難に直面し、生活に困

窮してしまうおそれがある。このため、住居の確保を始め生活面に対する様々な支援を行うことによ

り、生活基盤が支えられ、また、就労支援により再び職を得て自立が図られるようになる。

このように、社会保障がセーフティネットとして機能し、人々が持てる力を発揮できるようにする
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ことを通じて個人の自立が支えられている。また、自立した個人が支え手となることによって、社会

保障が成り立っている。

社会保障について、内容を分類すると①自立した生活の経済的基盤となる所得の保障、②地域生活

や家庭生活を支える社会サービスの保障（医療・介護サービスなど）、③持続可能な社会の担い手と

なる次世代の育成を支える給付・サービスの保障（児童手当、子育て支援サービスなど）の三つの分

野に分けることができる。我が国社会が経済的危機に直面し、多くの人が職を失う中で①自立した生

活の経済的基盤となる所得の保障の観点から人々の自立を支えるセーフティネットとしては、人々が

就労できるようにする雇用保険を含んだ雇用施策と生活に困窮した場合の最後のよりどころとなる生

活保護などの福祉施策がある。

雇用施策としては、以下のようなものがある。

・　政府が管掌し、労働者が雇用される事業を適用事業とし、雇用される労働者は原則として被保険

者となる雇用保険制度により、失業した場合には基本手当、早期に再就職した場合には就業促進手

当などが支給される。

・　失業した場合には公共職業安定所等において職業紹介を受けることができる。

・　地域等における雇用機会の創出・確保、職業能力の開発と向上のための公共職業訓練の実施、就

職困難者を雇い入れる事業主に対して賃金の一部を助成する等による雇用機会の確保などにより失

業者の再就職等を支援するとともに、企業の雇用維持の努力に対する助成などにより失業の防止に

努めている。

また、福祉施策としては、以下のようなものがある。

・　障害者の生活の安定を図るため年金や手当を支給している。

・　母子家庭の生活の安定と自立を目的として児童扶養手当を支給している。

・　職を失った低所得者世帯等に対し、経済的自立や生活意欲の助長を促進し、安定した生活を確保

することを目的に、生活に必要な資金の貸付を行っている。

・　資産、能力等あらゆるものを活用してもなお生活に困窮する場合には、生活保護制度により、最

低限度の生活を保障している。

雇用施策や福祉施策は、人々が離職等生活困難に直面したり、生活に困窮したりした場合のセーフ

ティネットとして重要な役割を果たしている。こうした施策の展開に当たっては、人々が生活困難に

直面した場合に、生活に困窮してしまわないうちに、再び自分の足で立ち上がれるようにする観点が

重要である。

このため、例えば、昨今の厳しい経済情勢下で離職とともに住居等の生活基盤を失った人に対し、

生活基盤を支えつつ、就労できるようにする観点から、職業訓練の拡充と訓練期間中の生活保障の実

施をしたり、住居を喪失した離職者等を対象として住居・生活支援を行ったりするなど、雇用施策と

福祉施策の両面を拡充し、社会保障のセーフティネットが有効に機能するよう、施策の充実が図られ

てきている。

以下では、自立を取り巻く環境の変化を概観した上で、様々な場面において、雇用施策と福祉施策

とが相まって実施され、セーフティネットとして機能し、人々が持てる力を発揮できるようにするこ

とにより、個人の自立を支えている姿を見ていくこととする。
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第２節　個人の自立を取り巻く環境の変化

１　中期的に見た環境の変化
＜少子高齢化の進行に伴う人口構造等の変化＞

（人口構造の変化）

○　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」（以下「新人口推

計」という。）1によれば、今後、一層少子高齢化が進行し、本格的な人口減少社会になる見通しと

なっている。そのうち、出生中位・死亡中位の推計によれば、2055（平成67）年には合計特殊

出生率は1．26、人口は9,000万人を下回り、高齢化率は約４割、１年間に生まれる子どもの数

は50万人を下回る、という姿が示されている（図表１−２−１）。

（労働力人口の減少）

○　独立行政法人労働政策研究・研修機構の推計によれば、仮に、労働力率が2006（平成18）年

と同水準で推移した場合には、労働力人口は2030（平成42）年には2006年と比較して約

1,070万人減少することが見込まれているが、今後、各種の雇用施策を講ずることにより、労働市

4

1 将来推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所が、国勢調査、人口動態統計等の実績統計データに基づき、将来の男女・年齢別人口を推計したもの。
近年は５年ごとに実施している。その前提となる将来の出生・死亡・国際人口移動の推移は、過去の実績推移とすう勢を将来に投影して算出したもので、
①政策効果を織り込んだ政策目標とは異なる点、②実績の人口統計データで捕捉できない将来の社会・経済状況の変動を織り込んだものではない点、③
国民の結婚や出産の希望を反映したものではない点などに留意する必要がある。



場への参加が進んだ場合には、労働力人口の減少は約480万人にとどまることが見込まれている。

次に、2030年以降において21歳以下の世代はこれから生まれる世代であって、今後の出生動向

の変化によりその数はまだ変動する余地があるが、新人口推計によれば、生産年齢人口は、それ以

前と比べて急激に減少し、これに伴い労働力人口の急速な減少が懸念される。

（単独世帯の増加）

○　国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）2008年３月推計」によ

り見てみると、平均世帯人員は、戦後ほぼ一貫して減少しており、1980（昭和55）年には3．

22人であったが、2005（平成17）年には2．56人となっている。家族類型別に推移を見ると、

「夫婦と子から成る世帯」は1980年には全世帯の42．1％を占めていたが、2005年には29．

9％に低下している一方、「夫婦のみの世帯」は1980年に12．5％であったが2005年に19．

6％、「単独世帯」は1980年に19．8％であったが2005年には29．5％と上昇している（図表

１−２−６）。

○　「単独世帯」は今後も一層の増加が見込まれており、2030年には37．4％を占めるとされてい

る。単独世帯は、世帯員相互のインフォーマルな支援が期待できないことから、相対的に失業、疾

病、災害といった社会的リスクに弱く、地域や社会による支援がより必要になると考えられる。ま

た、単独世帯の増大は、介護を始めとした支援を要する世帯の増大や負担能力の減少など、社会全

体に大きな影響を及ぼすことが懸念される。

＜企業における変化と働き方の変化＞

（多様な働き方が増加）

○　非正規労働者数は景気動向からも影響を受けながら増加しており、1995（平成7）年に1,000

万人を超え、2008（平成20）年には1,760万人となっている。一方、正規雇用者数は、1990

年代半ばまで緩やかに推移した後1998年以降減少傾向となり、2005年に3,374万人まで減少し
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た後緩やかに推移し2008年は3,399万人となっている。

また、非正規労働者の全雇用者（役員除く）に占める割合を見ると、1985（昭和60）年には16．

4％であったが、1990年代後半から2000年代前半にかけて大きく上昇し、2003（平成15）年

以来３割を超えて推移しており、2008年には34．1％まで上昇した。

２　足下の厳しい経済情勢

○　我が国の景気は、2002（平成14）年から回復が続いてきたが、2008年の世界の金融危機を

契機として世界的に景気が後退する中で、急速に悪化し、2008年度の国内総生産（ＧＤＰ）の実

質成長率は、マイナス3．3％と戦後最悪のマイナス成長となった。

○　雇用情勢は急速に悪化しており、厳しい状況にある。完全失業率は上昇しており2009（平成21）

年５月は5．2％、完全失業者数は７か月連続で増加し同月に347万人となった。有効求人倍率は

一段と低下しており、同月に0．44倍となった。また、非正規労働者の雇止め等の状況については、

2008年10月から2009年９月までに離職及び離職予定となる者が約22万９千人となった（厚生

労働省「非正規労働者の雇止め等の状況について（７月報告）」（2009年））。
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第１節　若者の自立支援

１　若者を取り巻く状況

（就職氷河期における若者の状況）

○　バブル経済崩壊以降、企業の経営環境が厳しくなる中で、採用の抑制が行われた。その結果、フ

リーターが増加し、2003（平成15）年には217万人となった（図表２−１−７）。

財団法人雇用開発センター「新世代の職業観とキャリア」（2002（平成14）年）によると、非

正社員として就職した若年者のうち、就職活動結果が不本意な者や就職をあきらめた者が合わせて

45％近くにも上っており、非正規的な働き方をする若年者の増加は、必ずしも若年者の就業意識

のみによるのではないことがうかがえる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　ニートに近い概念として、総務省「労働力調査」における「若年無業者」の数を見てみると、

1990年代は40万人台であったが2002年には64万人に増加し、その後も60万人強の水準で推

移している。さらに、30歳代後半の無業者の増加も認められるところである。
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（フリーター等の若者の再就職が困難となっている背景）

○　また、フリーター経験について厳しい評価をする企業が多いことが、若年層のうち年長層の雇用

状況の改善が遅れている背景として存在すると考えられる。厚生労働省「雇用管理調査」（2004

（平成16）年）により、企業がフリーターを正規雇用に登用するに当たってフリーター経験をどう

評価するかについて見てみると、「評価にほとんど影響しない」が最も多く61．9％であるが、「マ

イナスに評価する」が30．3％と「プラスに評価する」の3．6％よりはるかに多くなっている。

（昨今の就職状況）

○　昨今の経済情勢の悪化の中で、新規学卒者も含めた就職状況は厳しくなっており、2009（平成

21）年は2008（平成20）年に比べ大卒就職率、高卒就職内定率は落ち込んだ。さらに、2010

（平成22）年の新規学卒者の採用計画について、2009年に比べて「減少」とする事業所割合は

「増加」とする事業所割合を上回り、前年と比較すると「増加」とする事業所割合は減少しており、

引き続き厳しい状況が見込まれる（図表２−１−13、図表２−１−14）。
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２　若者の自立支援の取組み

○　就職氷河期に安定した職に就けず、その後も職業能力形成機会に恵まれなかった若者も30歳代

半ばを迎える状況となっている。彼らは、バブル経済崩壊後の採用抑制の時期に新卒採用の機会を

逸し、その後不安定就労を続ける中で職業能力形成機会に恵まれず、即戦力が試される中途採用市

場における採用も難しいという状況になり、30歳代半ばを迎えてしまっている。

若者が意欲を持って自らの能力を発揮できるよう、自立を後押ししていく必要があるが、特に、

年長フリーター等（25〜39歳）については、できる限り早期に安定雇用が実現されないと、将来

の自立がますます困難となることが懸念されるだけでなく、彼らが持てる能力を発揮する機会が失

われることは、我が国社会にとって大きな損失である。また、社会の支え手としても重要な役割を

担う若者が安心して生活を送れない状況は、社会全体の基盤を揺るがすことになりかねない。

○　ニートについては、職業意識や基本的な社会適応面等で問題を抱えている場合も多いため、まず

は職業意識の醸成、基礎的な能力の養成や社会適応支援などの取組みが必要であり、こうした包括

的支援によって本来の意欲と能力を発揮できるように後押しをすることが重要である。

○　採用内定取消しについては、内定を取り消された若者に対して緊急に支援を行うとともに、今後

こうした問題が生じないよう内定取消しを未然に防止する措置を講ずることが、喫緊の課題である。

＜「フリーター等正規雇用化プラン」の推進等＞

（ハローワークにおけるフリーター常用就職支援）

○　ハローワークにおいて、常用雇用を希望するフリーターを支援するために、職業相談、職業紹介、

面接会開催、職場定着支援等といった支援メニューを対象者ごとの課題に応じて組み合わせ、一貫

した支援を実施している。さらに30歳代後半の不安定就労者についても、安定雇用の実現が急務

となっており、対象年齢を広く捉えて若者の就業支援策を実施する必要があることから新たに対象
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に加え、常用就職支援に取り組んでいる。

また、年長フリーター層の再就職を支援するため、雇用保険法の改正により、就職困難者が安定

した職業に就いた場合に支給される「常用就職支度手当」について、対象範囲を拡大し年長フリー

ター層等（40歳未満）を追加するとともに、給付率を30％から40％に引き上げた（2009年３

月31日施行）。

（「ジョブ・カード制度」）

○　フリーターなどの職業能力形成機会に恵まれない者を対象として、

①　ジョブ・カードを活用した、きめ細かなキャリア・コンサルティングを通じた意識啓発やキ

ャリア形成上の課題の明確化を行い、

②　企業実習と座学などを組み合わせた実践的な職業訓練（職業能力形成プログラム）を提供す

るとともに、

③　職業訓練での企業からの評価結果や職務経歴などをジョブ・カードとして取りまとめる

ことにより、就職活動やキャリアアップに活用する｢ジョブ・カード制度｣が2008（平成20）年

４月に創設された。

（年長フリーター等の正規雇用化のための奨励金の創設）

○　年長フリーター等の正規雇用化を推進するため、

①　年長フリーター等（25〜39歳）を積極的に正規雇用（ア直接雇用、イ「若年者トライアル

雇用」を活用、ウ「ジョブ・カード制度」の雇用型訓練のうち「有期実習型訓練」修了者を正

規雇用、の場合がある）する事業主

又は

②　採用内定を取り消されて就職先が未決定の学生等を正規雇用する事業主に対する奨励金（「若

年者等正規雇用化特別奨励金」）を平成20年度第２次補正予算において新たに創設したところ

であり、対象者１人につき中小企業には100万円、大企業には50万円を支給（３年間にわた

り３回に分けて支給）することとしている。

＜ニート等の若者の自立支援の充実等＞

○　ニート等の若者が職業的自立に関して抱えている様々な問題を地域全体で支えるという観点か

ら、地方公共団体との協働により、地域の若者支援機関からなるネットワークを構築するとともに、

その拠点となる「地域若者サポートステーション」を設置し、専門的・継続的な相談やネットワー

クを活用した誘導など、多用な就労支援メニューを提供している。2009（平成21）年度からは

支援対象年齢を30歳代後半まで拡大している。

＜学校段階からの職業意識形成支援＞

○　若者の円滑な就職活動を支援し、早期離職や安易なフリーター・ニート化を防止するため、「高

校生職業ガイダンス」を実施するなど、学校段階からの職業意識形成を支援している。

＜採用内定取消し問題への対応＞

○　採用内定取消しの通知を受けた大学生等からの相談に対応するための特別相談窓口を全国の学生

職業センター等に設置したほか、事業主が新規学卒者の採用に当たり考慮すべき事項を取りまとめ
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た「新規学校卒業者の採用に関する指針」の周知に努めている。また大学等と学生職業センター、

ハローワーク等の緊密な連携のもと、採用内定取消しに関する情報の的確な把握や特別相談窓口に

関する学生への情報の提供に努めている。

さらに、

①　内定を取り消された者に対する支援として、「若年者等正規雇用化特別奨励金」について、内

定を取り消されて就職先が未決定の学生を正規雇用する事業主も、特例措置として同奨励金の

支給の対象とすることとした。

②　内定取消しの未然防止策として、2009年１月に省令の改正等を行い、ハローワークが内定

取消し事案を一元的に把握することとするとともに、基準を満たすものについては企業名を公

表することができることとした。

また、新卒者の雇用の安定を確保するため、新卒採用後直ちに教育訓練・出向・休業をさせ

て雇用を維持する場合も、雇用調整助成金等の対象に特例的に追加し、賃金・手当の５分の４

（大企業３分の２）を助成することとした。
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第２節　高年齢者の生活と雇用の安定のための支援

１　高年齢者を取り巻く状況
＜所得の状況＞

○　高齢者世帯（65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の者が加わった世帯をいう。）

の所得（2007（平成19）年では平均298．9万円）の約７割を公的年金が支えており、公的年

金を受給している世帯の約６割は公的年金のみで生活しており、公的年金制度は老後の所得保障の

主柱となっている。

＜雇用の状況＞

○　高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の実施状況を見ると、2008（平成20）年

６月１日現在、96．2％の企業で実施済み、企業規模別では、301人以上の大企業で99．8％、

51人〜300人規模企業においても95．6％と着実に浸透してきており、60歳以上の常用労働者

は大幅に増加している（図表２−２−４、図表２−２−５）。
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一方で、2008年秋以降の経済情勢の悪化が、今後、高年齢者の雇用へも影響を及ぼすことが懸

念される。

２　高年齢者の生活と雇用の安定のための支援の取組み

○　高年齢者の安定した所得保障と雇用機会を確保することが重要である。公的年金制度については、

制度の持続可能性の確保に加え、低年金・無年金問題への対応等、基礎年金の最低保障機能の強化

等が課題となっており、また、雇用機会の確保については、厳しい雇用失業情勢に対応しつつ、少

子高齢化等を踏まえ、希望者全員が65歳まで働ける継続雇用制度など高年齢者雇用確保措置の充

実や、65歳を超えていくつになっても働ける社会の実現が重要である。

＜所得の保障＞

○　基礎年金の国庫負担割合については、平成16年年金制度改正において、従前の３分の１から２

分の１に引き上げる道筋を示した。この道筋を踏まえ、各年度において基礎年金国庫負担割合の段

階的な引上げを実施するとともに、2009（平成21）年通常国会において、2009年度からの基

礎年金国庫負担割合２分の１を実現するための「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改

正する法律」が成立・公布されたところである。

○　2008（平成20）年末に閣議決定された「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向け

た『中期プログラム』」において示された社会保障機能強化の工程表を受け、上述の「国民年金法

等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」の附則には、基礎年金の最低保障機能強化等に

関する検討を進め、必要な安定財源を確保した上で段階的にその具体化を図る旨の検討規定が盛り

込まれている。

＜雇用機会の確保＞

○　高齢者の雇用機会の確保については、65歳までの者の雇用の確保を図ることが不可欠であり、

高年齢者雇用確保措置の確実な実施を図る必要がある。

このため、高年齢者雇用確保措置の未実施企業への助言・指導や31人以上の企業に対する重点

的な指導などを行うとともに、これに加えて、継続雇用制度において希望者全員を対象とする企業

の増加を図るなど、より充実した高年齢者雇用確保措置が講じられるよう、企業に対して働きかけ

ていくこととしている。また、ハローワークにおいてきめ細かな職業相談・職業紹介を行っている。

○　定年引上げ等奨励金（65歳以上への定年引上げ、希望者全員を対象とする70歳以上までの継続

雇用制度の導入又は定年の定めの廃止等を実施した中小企業事業主等に対して助成する）、中高年

トライアル雇用奨励金（中高年齢者（45歳以上）を試行的に受け入れて雇用する事業主に対して、

試行雇用奨励金を支給（１人当たり月額４万円・支給期間最長３か月）する）、特定求職者雇用開

発助成金（高齢者等をハローワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事

業主に対して賃金相当額の一部を助成する）等を積極的に活用することにより、事業主による高年

齢者の雇用の場の確保を進めている。
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第３節　障害者の自立支援

１　障害者を取り巻く状況
＜就労・雇用の状況＞

○　福祉的就労から一般就労への移行状況について見ると、授産施設等の利用者のうち、就職のため

に施設を退所する者は、年間で約１％にとどまっていた。障害者自立支援法の施行により、それま

での授産施設等を、目的・機能によって、一般就労を希望する障害者を対象とする「就労移行支援」

と、一般就労が困難な障害者を対象とする「就労継続支援」とに再編した。就労移行支援における

一般就労への移行状況は、2008（平成20）年４月には14．4％となっている。

○　障害者雇用の状況（2008年６月１日現在）を見ると、障害者の雇用の促進等に関する法律（障

害者雇用促進法）において雇用義務があるとされている56人以上規模の企業で雇用されている障

害者は、身体障害者が26．6万人、知的障害者が54万人、精神障害者が0．6万人となっている

（図表２−３−２）。この結果を1997(平成９)年と比較すると、身体障害者は18．4％の増加、知

的障害者は2．1倍となっており、2004（平成16）年以降は、着実に上昇してきている。また、

障害者の実雇用率は1．59％であり、2005（平成17）年以降、着実に上昇しているが、法定雇

用率（民間企業で1．8％等）と比べ、いまだ低い水準にあり、特に、中小企業における雇用の改

善が遅れている。100〜299人規模の企業においては、実雇用率1．33％と企業規模別にみて最

も低い水準にある。

○　雇用情勢が2008年から2009（平成21）年に入って急速に悪化する中で、障害者の雇用にも

影響が生じている。厚生労働省の調査によると、2008年度におけるハローワークにおける障害者

の就職件数は、おおむね前年同期を下回って推移しているほか、障害者の解雇数も、2008年度上

半期787人に対し下半期1,987人と大きく増加しており、今後の状況の悪化が懸念される（図表

２−３−４）。
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２　障害者の自立支援の取組み　

障害者ができるだけ地域で自立して暮らせるようにするため、日常生活や社会生活の支援を図って

いくとともに、働く意欲を有するすべての障害者がその意欲と能力に応じて働けるようにすることが

重要である。

＜日々の暮らしを支える障害者自立支援法によるサービス＞

○　障害がある人は、身近な地域で自立した生活を送るために必要な障害者自立支援法による療養介

護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援や居宅介護などを組み合わせて利用する。

（障害福祉サービス）

○　障害福祉サービスには、ホームヘルプサービスや施設入所支援など、介護を行うものと、自立訓

練や就労移行支援など障害者の適性に応じて一定の訓練を行うものとがある。どちらも障害の種類

にかかわらず全国で共通したサービスが提供される。

（地域生活支援事業）

○　地域生活支援事業は、市町村や都道府県が地域の特性や利用者の状況に応じて、自治体の創意工

夫により事業の詳細を決定し、柔軟な事業形態により実施するものである。具体的には、相談支援

事業、移動支援事業、手話通訳等の派遣などのコミュニケーション支援事業などがある。
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＜雇用・就労の促進＞

（福祉施設で働く障害者の一般就労への移行促進等）

○　障害者がその能力を十分に発揮し、地域で自立して生活することができるよう、障害者自立支援

法では、それまでの授産施設等を目的・機能によって、「就労移行支援」と「就労継続支援」に再

編し、就労支援の強化を図っている。

（障害者雇用促進法等に基づく雇用の促進）

○　「障害者の雇用の促進等に関する法律」においては、障害者の雇用の促進を図るため、事業主に

対し、障害者雇用率（民間企業で1．8％等）に相当する人数の身体障害者・知的障害者の雇用を

義務づけている。また、精神障害者は雇用義務の対象ではないが、精神障害保健福祉手帳保持者を

雇用している場合は、各企業における雇用率に算定することができる。

○　ハローワークでは、毎年、事業主から雇用状況報告を求め、雇用率未達成の事業主に対して指導

を行っている。指導に当たっては、中小企業の実雇用率が引き続き低い水準にあることを踏まえ、

雇用率未達成企業のうち過半数を占める不足数が1人である企業の解消、雇用障害者数が0人であ

る企業における障害者雇用の推進等、重点指導対象を明確化して取り組んでいる。

（特定就職困難者雇用開発助成金）

○　障害者などの就職困難者をハローワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入

れる事業主に対して賃金相当額の一部について助成金を支給している。

○　雇用経済情勢が厳しくなる中、特に中小企業においては、事業主の雇用意欲の低下が懸念される

ことから、中小企業事業主を対象に、平成20年度第１次補正予算において支給期間が従来の1年か

ら1年６か月に、重度障害者等については１年６か月が２年に延長されるとともに、第２次補正予

算において支給額が90万円から135万円に、重度障害者等については160万円から240万円に増

額された。

（障害者の特性を踏まえたきめ細やかな職業相談・職業紹介等）

○　ハローワークは、就職を希望する障害者について、求職登録から就職後のアフターケアまで一貫

した支援を行っており、専門の職員等のケースワーク方式により、障害者一人一人の障害の態様や

適性、希望職種等に応じ、きめ細やかな職業相談、職業紹介、職場適応指導を実施している。また、

求人開拓を推進し、一層の就職促進を図っている。

（ハローワークを中心とした関係機関による「チーム支援」）

○　ハローワークが中心となり、福祉施設等の関係者からなる就労支援のためのチーム（障害者就労

支援チーム）を設置し、就職を希望する福祉施設の利用者一人一人に対し、就職の準備段階から職

場定着までの一貫した支援（チーム支援）を行っている。
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第４節　母子家庭の自立支援

１　母子家庭を取り巻く状況
＜母子家庭の収入の状況等＞

○　厚生労働省「平成20年国民生活基礎調査」によると、母子世帯の１世帯あたり平均所得額は

243万２千円、世帯人員１人当たりの平均所得金額は93万６千円であり、全世帯の１世帯当たり

平均所得金額556万２千円、世帯人員１人あたり平均所得金額207万１千円に比べて低い水準と

なっている（図表２−４−3）。

＜母子家庭の就業の状況等＞

○　ハローワークが受け付けた母子家庭の母等に関する新規求職者の受付件数は、年々増加している

が、2007（平成19）年度と2008（平成20）年度とを比較すると、2007年度186,569件に

対し2008年度217,237件と16．4％の増加となっている。一方、就職件数についても、年々増

加しているが、2007年度73,716件に対し2008年度75,823件と2．9％の増加にとどまる。

就職率（就職件数を新規求職件数で除して算出した割合）についてみると、2007年度39．5％に

対し2008年度は34．9％と前年度に比べて大幅に落ち込んでおり、厳しい状況となっている（図

表２−４−5）。
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２　母子家庭の自立支援の取組み

○　母子家庭が生活の安定を図りながら、子どもの健全な成長を確保することができるよう、その自

立を進めることが必要である。このため、子育てと仕事を両立できるような支援や収入面・雇用条

件面等でより良い就業ができるような支援が必要である。また、生活の安定を確保するために経済

的な支援が重要であり、生別世帯の割合が増加する中で、養育費を確実に確保できるような環境を

整備していくことも重要である。

＜就業支援＞

○　再就職を希望する母子家庭の母を含む子育て女性等に対する就職支援を実施するため、マザーズ

ハローワーク、マザーズサロン及びマザーズコーナーを設置し、子ども連れで来所しやすい環境を

整備するとともに、求職活動の準備が整い早期に再就職を希望される方に対し、担当者制によるき

め細かな職業相談やそのニーズを踏まえた求人の確保、さらには地方自治体等との連携による保育

所情報等の提供など、再就職に向けた総合的かつ一貫した支援を実施している。

○　母子家庭等就業・自立支援センターは、地方公共団体が主体となって母子福祉団体等に委託する

などして母子家庭の母等に対する就業相談の実施、就業支援講習会の実施、就業情報の提供等一貫

した就業支援サービスを提供している。

○　福祉事務所等に母子自立支援プログラム策定員を配置し、母子自立支援員等と連携し、児童扶養

手当受給者等に対し個別に面接を実施し、本人の生活状況、就業への意欲、資格取得への取組み等

について状況把握を行い、個々のケースに応じた自立支援プログラムを策定し、きめ細やかに、確

実に児童扶養手当受給者等の自立支援を図っている。

そして、この一環として、母子自立支援プログラムを実施する福祉事務所が支援対象者を選定し、

ハローワークに対して就労支援を要請すると、ハローワークに設置された就労支援ナビゲーターと
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福祉事務所の担当者からなる「就労支援メニュー選定チーム」が設置され、対象者と個別に面接を

行い、対象者の状況・ニーズ・経験・能力等を的確に把握して、適切な就労支援メニューの選定を

行っている。

○　母子家庭の母は職業能力開発の機会に恵まれず、また、そのことが就業の制約になっている場合

もあることから、職業能力の開発は重要であり、安心して訓練を受けられるようにするため、雇用

保険を受給できない場合であっても、主たる生計者であるなど一定の要件を満たせば、扶養家族を

有する者に月額12万円を支給などする「訓練・生活支援給付」制度によって、訓練期間中の生活

保障を実施しているところである。

また、母子家庭の母が看護師等経済的自立に効果的な資格の取得を促進するため、養成機関で修

業する場合、生活費の負担軽減を図るために高等技能訓練促進費等の給付金を支給している。

＜生活支援に関する施策等＞

○　修学や疾病などにより一時的に家事援助、保育等のサービスが必要となった際に、地方公共団体

が家庭生活支援員を派遣したり、家庭生活支援員の居宅等において児童の世話等を行ったりしてい

る。また、保護者の病気や残業などにより児童の養育が困難となった場合に、市町村において、児

童を児童養護施設等で一時的に、あるいは休日や夜間に預かる事業を実施している。

○　2008（平成20）年度に設置した安心こども基金により、2008年度から2010（平成22）年

度において、新待機児童ゼロ作戦の前倒し実施を行い、保育所の整備等により15万人分の受入体

制の整備を図ることとしたところであり、また、平成21年度補正予算において、同基金を拡充し、

保育サービス等の充実を図ることとした。

保育所の入所については、保護者が希望する保育所を選択して市町村に申し込み、定員を上回る

場合には、市長村が定める優先基準に基づき選考することとされているが、母子家庭等の児童につ

いては、保育所入所の必要性が高いものとして優先的に取り扱うよう特別の配慮が市町村に求めら

れている。

＜自立を促進するための経済的支援等＞

○　離婚による母子世帯等、父と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活を安定させる

とともに自立を促すことなどを目的として、その母又は養育者に対して、児童扶養手当が支給され

ている。

また、母子家庭の母等が、就業や児童の修学等のための資金が必要となったときに、都道府県、

指定都市又は中核市から貸付けを受けられる母子福祉資金貸付金制度があり、貸付け目的に応じて、

修学資金、事業開始資金、生活資金など12種類がある。

○　「養育費相談支援センター」において、養育費に関する情報提供を行うとともに、母子家庭等就

業・自立支援センター等に対する相談支援や研修等を実施している。
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第５節　非正規労働者で生活困難に直面した人々等に対する支援

１　非正規労働者を取り巻く状況

○　正規雇用者数は、1990年代半ばまで緩やかに推移した後1998（平成10）年以降減少傾向と

なり、2005（平成17）年に3,374万人まで減少した後緩やかに推移し、2008（平成20）年は

3,399万人となっている。一方、非正規労働者数は景気動向からも影響を受けながら増加しており

2008年には1,760万人となっている（図表１−２−14）。

非正規労働者の全雇用者（役員除く）に占める割合を見ると、2003（平成15）年以来３割を

超えて推移しており、2008年には34．1％となっている。

また、派遣労働者数は、年々増加しており、2007（平成19）年度には133万人であったが、

2008年には140万人となっている。

○　就業形態別に自分自身の収入で生活をまかなう労働者の割合について2003年から2007年の変

化をみると、派遣労働者（59．5％から70．5％）や臨時的雇用者（44．2％から53．3％）で

上昇幅が大きくなっている（図表２−５−３）。
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○　今回の景気後退期（2009（平成21）年第Ⅰ四半期）では前回及び前々回の景気後退期

（1999（平成11）年第Ⅰ四半期及び2002（平成14）年第Ⅰ四半期）に比べて「残業規制」、

「一時休業（一時帰休）」等が増加している一方、「希望退職者の募集・解雇」は増加しておらず、

正規労働者では残業規制等によって雇用の削減を伴う調整は抑制されていると考えられる一方、

「臨時・パート等の再契約停止・解雇」が増加していることから、非正規労働者では雇用の削減を

伴う調整が集中的に現れている（図表２−５−９）。

○　非正規労働者を取り巻く足下の雇用状況は、一段と厳しくなっており、非正規労働者の雇止め等

の状況について、2008（平成20）年10月から2009年９月までに実施済み又は実施予定として

2009年７月21日時点で把握できたものは、約22万９千人となっている（図表２−５−10）。ま

た、住居の状況について判明した約12万５千人のうち住居を喪失した者は約3,400人（2．7％）

となっている。
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２　非正規労働者で生活困難に直面した人々等に対する支援の取組み

○　昨今の一層厳しい経済情勢のあおりを受けて、非正規雇用労働者全般について、契約の更新拒否

（雇止め）や解雇が急増し、社会的に大きな問題となっている。

特に、住居については、非正規労働者であっても社宅等を利用し雇用主の配慮のもとに生活の場

を築いていた場合もあり、雇止め等に伴い住居を失うケースも生じており、こうしたケースでは生

活基盤を失うことにより再就職活動に支障を来すという問題が顕在化している。

このためには、雇用の維持・安定等を図り再就職を支援するとともに、住居の確保など生活安定

のための支援を両面から一体として行っていくことが必要である。

＜厳しい経済環境の下における非正規雇用者の雇用・生活の安定＞

○　非正規労働者の雇用のセーフティネット機能等を強化する観点から、雇用保険の非正規労働者へ

の適用拡大が図られ、従来１年以上の雇用見込みが必要であったものが６か月以上の雇用見込みに

緩和されるとともに、労働契約が更新されなかったため離職した有期契約労働者に対し、受給資格

要件を緩和して、これまで被保険者期間が12か月必要であったものを６か月に短縮することとし

た。

○　平成21年度補正予算において「緊急人材育成・就職支援基金」を創設、2011年度までの３年

間、雇用保険を受給できない者に重点を置いて、職業訓練、再就職、生活への支援を総合的に実施

することとしている。

○　住居を喪失した離職者の再就職へ向けた新たなセーフティネットとして、ア．住居喪失離職者に

対する賃貸住居入居初期費用等の貸付、上記基金による訓練・生活支援の実施等、イ．上記アの施

策の対象とならない者等に対し、住宅手当の支給、生活の立て直しのための資金の貸付け等による

支援、ウ．公的給付等による支援を受けるまでの間のつなぎ資金貸付を実施する。

○　雇用失業情勢が厳しい地域において、地域の実情に応じて、その創意工夫に基づく、地域求職者

等を雇い入れて行う雇用機会を創出する取組を支援するため、ふるさと雇用再生特別交付金を創設

し、これを元に都道府県に造成した基金等を活用することにより、地域の雇用機会の創出を図る。

○　非正規労働者が離職しないようにする事業主の取組みに対して支援を行っており、雇用調整助成

金等の支給要件緩和や助成率引上げ（解雇等を行わない場合に中小企業４／５→９／１０、大企業

２／３→３／４）、日本型ワークシェアリングの促進として残業時間を削減して有期契約労働者や

派遣労働者の雇用の維持を行う事業主に対して支給する「残業削減雇用維持奨励金」（有期契約労

働者：年30万円、派遣労働者：年45万円（大企業については各々20万円、30万円））の創設等

を実施している。
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第６節　生活困窮者の自立支援

１　生活保護受給者を取り巻く状況

＜生活保護による生活の保障＞

○　生活保護は、資産、能力等あらゆるものを活用した上でなお生活に困窮する場合に、その困窮の

程度に応じ必要な保護を行う仕組みであり、その最低限度の生活を保障するとともに自立を助長す

ることを目的としている。

保護の内容は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及び

葬祭扶助の８種類があり、日常の生活費、住居費、病気の治療費、出産費用など、健康で文化的な

最低限度の生活を送る上で必要な給付が行われている。

○　生活保護制度の運用については、生活保護を受けるべき人が保護を受け（漏給防止）、保護を受

けてはならない者が受けない（濫給防止）ことが重要である。このため、具体的には、相談者への

細やかな対応、相談内容のチェック体制の確保、辞退届に対する適切な対応、相談を受けた現在地

における必要な支援、税務当局などの関係機関との連携・情報共有などにより、漏給防止に努める

とともに、暴力団員対策、年金担保貸付利用者への対応等により濫給防止に努めている。

＜生活保護の現状＞

○　生活保護受給者数、生活保護世帯数は、1995（平成７）年度を底に上昇している（図表２−



６−２）。生活保護受給者数の伸び率（対前年同月比）は、昨年秋以降の伸びが著しく直近の

2009（平成21）年３月では対前年同月で5．6％の増となっている（図表２−６−３）。これま

でも生活保護受給者数と失業率の推移には相関が見られることから、受給者数の増加には雇用情勢

の悪化が関係していると考えられる。

２　生活保護受給者等の自立支援の取組み

○　厳しい雇用失業情勢の中で離職した生活保護受給者が早期に就労し、自立できるよう、就労に向

けた支援を行うことが重要となっている。一方、受給者数、受給世帯数が増加する中、生活保護受

給者が抱える問題は多様化しており、一人一人の生活面及び就労面のニーズに応じたきめ細やかな

自立支援が必要である。

また、生活保護を受給している世帯に育った子どもが、成人したのちに再び生活保護を受給して

いるなど、近時、「子どもの貧困」の問題が指摘される中、生活保護における「貧困の連鎖」を防

止するため、就労支援と相まって、子育て及び子どもの学習の支援をより充実させる必要がある。

○　もとより、一人一人が持てる力を十分に発揮し、自立した個人の支え合いにより社会が成り立っ

ていることから、人々が生活困難に直面した場合に、生活に困窮してしまわないうちに、再び自分

の足で立ち上がれるようにするという観点が重要である。このため、低所得者や離職者が生活困難

に直面した場合に、生活に困窮してしまわないうちに、雇用施策と福祉施策が相まって直ちに支援

の手が差しのべられて自立を維持できるような支援を行っていく必要がある。
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＜自立支援の充実・強化＞

（自立支援プログラム）

○　生活困窮者の自立の助長に関し自立・就労を積極的かつ組織的に支援する仕組みを強化すること

を目的として、2005（平成17）年度から、「自立支援プログラム」による自立支援を実施してい

る。

○　2009（平成21）年度においては、①現下の雇用情勢の影響で失業したこと等により新たに保

護が開始された者に対する早期の就労支援に関するプログラム、②母子世帯に対する就労支援等に

関するプログラムの充実・強化に取り組んでいる。

（福祉事務所とハローワークの連携による生活保護受給者に対する就労支援）

○　自立支援プログラムの一環として、ハローワークが福祉事務所と連携して、稼働能力や就労の意

欲がある生活保護受給者に対して個々の対象者の態様、ニーズ等に応じた就職支援を行う生活保護

受給者等就労支援事業が実施されている。

○　2009年度においては就労意欲喚起等支援事業を創設し、就労に向けた課題を多く抱える生活保

護受給者等に対して、専門的な経験・知識等を有する特定非営利活動法人や民間職業紹介事業者等

を活用するなどして就労支援に取り組んでいる。

（生活保護制度における子どもの健全育成のための支援等）

○　平成21年度補正予算において、子どものいる生活保護世帯に対して、①子どもやその親が日常

的な生活習慣を身につけるための支援、進学に関する支援、ひきこもりや不登校の子どもに関する

支援等を行うための「子どもの健全育成プログラム」の策定・実施、②学習参考書や一般教養図書

などの家庭内学習に必要な図書購入費や課外のクラブ活動に要する費用に充てるための「学習支援

費」の創設を行うこととし、７月から実施している。

○　また、生活保護の対象となる母子世帯に対しては、第４節で見たような母子家庭に対する生活や

子育てに対する支援と就業支援のほか、子どもの健全育成を促進する等の観点から新たに創設され

た「高等学校等就学費」、「ひとり親世帯就労促進費」、「学習支援費」等により、就労や教育といっ

た母子世帯が抱える個別のニーズに対する支援が行われている。

＜生活に困窮しないようにしつつ、自立や再就職を支援する取組み＞

昨今の厳しい雇用失業情勢に対応し、離職者の生活及び求職活動を支援するため、平成21年度補

正予算において、雇用施策の拡充を図るとともに、あわせて、「新たなセーフティネット」を構築し、

職業訓練、再就職、生活、住宅への総合的な支援に取り組むこととした。前節でみたとおり、ア.住居

喪失離職者に対する賃貸住宅入居初期費用等の貸付、「緊急人材育成・就職支援基金」による訓練・

生活支援の実施等、イ.上記アの施策の対象とならない者等に対し、住宅手当の支給、生活の立て直し

のための資金の貸付け等による支援、ウ.公的給付等による支援を受けるまでの間のつなぎ資金貸付を

実施し、雇用施策と福祉施策が相まって直ちに支援の手が差しのべられて自立を維持できるような支

援を行う。
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働くことにより生活の安定を得て自立するということは、本人が生きがいを持って豊かな人生を送

れるようにすることはもとより、我が国の経済活力の源である。また、自立した個人が社会保障の支

え手となることを通じて、我が国社会の持続的発展が可能となる。

昨今の経済情勢の下で、かつてないほどに様々な人々が自立困難な状況に置かれている。社会的支

援を必要とする人々にとって、生活の自立及び就労による自立は重要であるが、自立をめぐる状況は

一層厳しいものとなっている。また、若者の雇用をめぐる状況も厳しく、非正規労働者についても契

約解除や雇止めが急増し、生活困難に直面する人が増加した。

障害者や母子家庭の母等については、これまでも、雇用施策と福祉施策が相まって、経済的な支援

を含めた生活面での支援を行いながら、意欲と能力に応じた就労を目指すための支援を行ってきたと

ころであるが、例えば住居等の生活基盤を失った離職者に対しても、就職して自立するためには雇用

面での支援と生活面での支援が両面から必要になってきている。生活困難に直面した場合に、生活に

困窮してしまわないうちに、雇用施策と福祉施策が相まってセーフティネットとして機能することは、

社会保障の重要な役割であり、人々が自立できるようにするための支援として欠かせないものとなっ

ている。

本白書では、雇用施策と福祉施策の両面を拡充し、セーフティネットが機能している姿を、様々な

場面について見てきた。簡単に振り返ってみよう。

（若者）

昨今の厳しい経済情勢の下、新規学卒者を含め若者の就職状況は厳しいものとなることが懸念され

る。とりわけ、年長フリーター等（25〜39歳）については、年齢が高くなるにつれて、正社員とし

ての雇用機会が少なくなる傾向があることなどから、引き続き重点的な支援を行って行く必要がある

とともに、これらのフリーターには職業能力が形成できていないという問題があり、就職支援と職業

能力形成支援を中心に常用就職に向けた支援を行いつつ、安心して訓練が受けられるよう、訓練期間

中の生活を支える支援を併せて行っている。

また、いわゆるニートと呼ばれる若年無業者については、職業意識や基本的な社会適応面等に問題

を抱えている場合も多く、地域の支援機関のネットワークにより職業意識の醸成や社会適応支援など

を行っている。

（高年齢者）

高年齢者については、所得の保障を行いつつ、就労意欲のある高年齢者が長年培ってきた知識と能

力をいかすことのできる場を確保することは、高年齢者自身が安定した生活を送り、生きがいのある

人生を送るために重要であるとともに、我が国の経済活力の維持の観点からも重要である。

このため、公的年金制度の持続可能性の確保のための取組みや、高年齢者の雇用機会の確保のため

の取組み等が行われている。

（障害者）

障害者については、生活を安定させ、安心して生きがいのある生活を送れるようにすることが重要

である。このため、日常生活や社会生活の支援が重要であり、また、意欲と能力に応じた就労の機会
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を得られるようにすることは、本人の自己実現の観点からとともに、我が国社会を支えるという観点

からも重要である。

こうした観点から、障害者の生活を支えつつ、意欲と能力に応じた就労の機会を得ることができる

よう、雇用施策と福祉施策が一体となって生活支援や就労支援を行っている。　

（母子家庭の母）

母子家庭の母は、子育てを行いながら生活を成り立たせなくてはならず、就業に際しても制約があ

り多くの困難が伴う。母子家庭の自立を進めるためには、子育てと仕事を両立できるような支援や収

入面・雇用条件面等でよりよい就業ができるようにする支援が必要である。

このため、雇用施策と福祉施策が一体となって、就業支援や生活支援を行っている。

（非正規労働者）

昨今の経済情勢の影響を大きく受け、雇用の場を失う非正規労働者が急増した。離職した非正規労

働者が生活困難に直面した時に、生活に困窮してしまうことのないよう、住居等の生活基盤を支える

とともに就労支援を行うことが必要である。

このため、雇用保険制度の改正による非正規雇用者のためのセーフティネットの強化のほか、住居

喪失離職者に対する新たなセーフティネットとして、職業訓練期間中の生活保障、住宅確保、生活資

金確保のための対策等が雇用施策と福祉施策とを両面から拡充して講じられてきたところである。

（生活困窮者）

生活困窮者に対しては、生活保護により最低限度の生活が保障されているが、いったん生活保護受

給者となった人が生活基盤を確保して就労し自立することは、本人の生きがいの観点からも、彼らが

社会を支える側に立つ観点からも重要であり、雇用施策と福祉施策が相まって、彼らが就労により自

立できるよう支援を行っている。

人が生きていく上で、様々な理由で自立が損なわれるような状況になる場合がある。

昨今の厳しい経済情勢は、多くの国民の生活に影響を与え、人々が就労し、自立して生きていくと

いうことに大きな困難を与えている。

人々が生活困難に直面した場合に、生活に困窮してしまわないうちに、雇用施策と福祉施策が相ま

って直ちに支援の手が差しのべられ、自立を維持できるようにすることがセーフティネットの重要な

役割である。雇用施策や福祉施策は、こうした機能を果たしてきているが、今後も一層充実させ、強

化していく必要がある。

国民一人一人が、生活基盤を確立し自立することは、持てる能力を発揮することを通じて生きがい

につながるものであるとともに、我が国の経済活力の維持にとっても重要である。

個人が生活困難に直面したり、生活に困窮したりした場合に社会保障がセーフティネットとして機

能し、個人が持てる力を発揮できるようにしていく必要がある。

このことを通じて個人の自立が支えられ、自立した個人の支え合い、連帯により社会保障が支えら

れている。
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